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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第74期

第１四半期累計期間
第75期

第１四半期累計期間
第74期

会計期間
自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日

自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成22年10月１日
至  平成23年９月30日

売上高 (千円) 956,450 1,041,595 3,943,337

経常利益 (千円) 50,248 72,969 164,593

四半期(当期)純利益 (千円) 14,389 26,509 59,442

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 921,100 921,100 921,100

発行済株式総数 (株) 6,710,000 6,710,000 6,710,000

純資産額 (千円) 3,545,416 3,530,241 3,536,390

総資産額 (千円) 6,199,511 6,005,529 6,343,866

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 2.16 3.98 8.92

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 12.00

自己資本比率 (％) 57.2 58.8 55.7

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  期間は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

２  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。また、主要な

関係会社における異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間末日現在において当社が判断したものであります。

(1）経営成績の分析

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災からの回復傾向が見られるものの、欧州の

財政危機、タイの洪水および円高等により輸出環境が悪化し、依然として先行き不透明な状況で推移致し

ました。

　このような状況のもと、当社におきましては、従来、原子力関連に重点的に配分していた経営資源を、各

種の分野へ適用することにより、社内の生産体制の最適化を図ってまいりました。

　この結果、当第１四半期累計期間の売上高は10億４千１百万円（前年同期比8.9％増）、営業利益は７千

４百万円（前年同期比45.7％増）、経常利益は７千２百万円（前年同期比45.2％増）、四半期純利益は、

２千６百万円（前年同期比84.2％増）となりました。

　セグメント別の概況は、次のとおりであります。

　エネルギー関連事業におきましては、原発事故の影響により、原子力関連製品が低調に推移したため、売

上高４億６千２百万円（前年同期比21.8％減）、セグメント利益（営業利益）７千９百万円（前年同期

比7.7％減）となりました。

　産業システム関連事業につきましては、液晶及び半導体業界向けの熱電対・ヒータ等が比較的好調に推

移したことに加え、液晶パネル製造装置向け基板加熱ヒータの大口物件が売上となったことにより、売上

高５億５百万円（前年同期比76.9％増）、セグメント利益（営業利益）５千３百万円（前年同期比

41.6％増）となりました。

　その他事業につきましては、食関連分野は順調に推移し、売上高７千３百万円（前年同期比7.0％減）、

セグメント利益（営業利益）９百万円（前年同期は０百万円のセグメント損失（営業損失））となりま

した。
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(2）財政状態の分析

当第１四半期会計期間末における総資産は60億５百万円となり、前事業年度末に比べ３億３千８百万

円減少しました。負債は24億７千５百万円となり前事業年度末に比べ３億３千２百万円減少しました。純

資産は35億３千万円となり前事業年度末に比べ６百万円減少しました。

当第１四半期会計期間末における資産、負債及び純資産の状態に関する分析は以下のとおりでありま

す。

（流動資産）

流動資産は、前事業年度末から２億８千５百万円減少し、33億２千６百万円となりました。これは主に、

現金及び預金、仕掛品がそれそれ１億８千３百万円、１億４百万円減少したことによるものであります。

（固定資産）

固定資産は、前事業年度末から５千２百万円減少し、26億７千９百万円となりました。これは主に、有形

固定資産が３千１百万円減少したことによるものであります。

（流動負債）

流動負債は、前事業年度末から３億７百万円減少し、20億３千１百万円となりました。これは、主に、支

払手形及び買掛金、未払費用（その他）、未払金（その他）がそれぞれ１億１千１百万円、７千８百万円、

７千３百万円減少したことによるものであります。

（固定負債）

固定負債は、前事業年度末から２千４百万円減少し、４億４千４百万円となりました。これは主に、長期

借入金が１千４百万円減少したことによるものであります。

（純資産）

純資産は、前事業年度末から６百万円減少し、35億３千万円となりました。これは主に、その他有価証券

評価差額金が６百万円減少したものであります。

　

(3）事業上及び財務上対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(4）研究開発活動

当第１四半期累計期間における研究開発費の総額は３千７百万円であります。

　なお、当第１四半期累計期間において当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 16,800,000

計 16,800,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年２月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,710,000 6,710,000
大阪証券取引所
JASDAQ(スタンダード)

単元株式数は
1,000株で
あります。

計 6,710,000 6,710,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年10月１日～
平成23年12月31日

― 6,710 ― 921,100 ― 1,164,236

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)
普通株式   46,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式6,584,000 6,584 ―

単元未満株式 普通株式　 80,000 ― ―

発行済株式総数 6,710,000― ―

総株主の議決権 ― 6,584 ―

(注)  当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日(平成23年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
助川電気工業株式会社

茨城県日立市滑川本町
３－19－５

46,000 ─ 46,000 0.69

計 ― 46,000 ─ 46,000 0.69

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成23年10月１日から

平成23年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)に係る四

半期財務諸表について、興亜監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 965,387 781,944

受取手形及び売掛金 1,783,222 ※２
 1,800,037

商品及び製品 126,398 131,321

仕掛品 437,553 333,135

原材料及び貯蔵品 203,129 210,500

その他 102,947 75,983

貸倒引当金 △6,720 △6,720

流動資産合計 3,611,916 3,326,203

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 669,017 657,587

土地 884,958 884,958

その他（純額） 309,628 289,685

有形固定資産合計 1,863,604 1,832,231

無形固定資産 37,525 37,167

投資その他の資産

その他 850,399 828,605

貸倒引当金 △19,579 △18,679

投資その他の資産合計 830,820 809,926

固定資産合計 2,731,949 2,679,325

資産合計 6,343,866 6,005,529

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 565,493 ※２
 454,454

短期借入金 1,240,000 1,300,000

賞与引当金 73,420 17,933

その他 460,094 258,653

流動負債合計 2,339,008 2,031,040

固定負債

長期借入金 85,982 71,146

退職給付引当金 358,609 349,371

その他 23,874 23,729

固定負債合計 468,466 444,247

負債合計 2,807,475 2,475,287
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年９月30日)

当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 921,100 921,100

資本剰余金 1,164,309 1,164,309

利益剰余金 1,531,531 1,531,385

自己株式 △30,660 △30,660

株主資本合計 3,586,280 3,586,134

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △49,889 △55,893

評価・換算差額等合計 △49,889 △55,893

純資産合計 3,536,390 3,530,241

負債純資産合計 6,343,866 6,005,529
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自 平成23年10月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 956,450 1,041,595

売上原価 731,993 780,461

売上総利益 224,456 261,133

販売費及び一般管理費 173,525 186,921

営業利益 50,931 74,212

営業外収益

受取利息 1,019 979

受取配当金 1,515 1,790

その他 2,630 2,860

営業外収益合計 5,164 5,629

営業外費用

支払利息 5,689 5,175

固定資産廃棄損 80 1,616

その他 77 80

営業外費用合計 5,847 6,872

経常利益 50,248 72,969

特別利益

固定資産売却益 8,030 －

その他 1,800 －

特別利益合計 9,830 －

特別損失

投資有価証券評価損 － 507

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4,834 －

特別損失合計 4,834 507

税引前四半期純利益 55,244 72,462

法人税、住民税及び事業税 3,758 2,450

法人税等調整額 37,096 43,502

法人税等合計 40,855 45,952

四半期純利益 14,389 26,509
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【継続企業の前提に関する事項】

　

該当事項はありません。

　

【会計方針の変更等】

　

該当事項はありません。

　

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　
当第１四半期累計期間

(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期会計期間の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

 

（法人税率の変更等による影響）

平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する

法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確

保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が公布され、平成24年４月１日以降開始する事業年度より法人

税率が変更されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産の計算に使用される法定実効税率は、一時差異等

に係る解消時期に応じて以下のとおりとなります。

　平成24年９月30日まで　40.0%

　平成24年10月１日から平成27年９月30日　37.8%

　平成27年10月１以降　35.4%

　この税率の変更により繰延税金資産の金額が18,570千円減少し、当第１四半期累計期間に費用計上された法人税

等調整額は14,573千円、その他有価証券評価差額金は3,996千円、それぞれ増加しております。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
前事業年度

(平成23年９月30日)
当第１四半期会計期間
(平成23年12月31日)

　１　偶発債務

下記の会社の金融機関借入金について、保証また

は保証予約を行っております。

三ツ輪工業株式会社 5,519千円

　１　偶発債務

下記の会社の金融機関借入金について、保証また

は保証予約を行っております。

三ツ輪工業株式会社 4,876千円

――――――――――――――― ※２　四半期会計期間末日満期手形の処理
四半期会計期間末日満期手形の会計処理につき
ましては、当四半期会計期間末が金融機関の休日
でしたが、満期日に決済が行われたものとして処
理しております。当四半期会計期間末日満期手形
の金額は次のとおりであります。

受取手形 20,479千円

支払手形 2,177 〃

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半
期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

　
前第１四半期累計期間
(自　平成22年10月１日
   至　平成22年12月31日）

当第１四半期累計期間
(自　平成23年10月１日
   至　平成23年12月31日）

減価償却費　　　　　　　　　　　　　33,815千円 減価償却費　　　　　　　　　　　　　28,322千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年12月16日
定時株主総会

普通株式 60,021 9 平成22年９月30日 平成22年12月17日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

当第１四半期累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年12月21日
定時株主総会

普通株式 26,655 4 平成23年９月30日 平成23年12月22日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

　

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。

　

(持分法損益等)

当社には、関連会社がありませんので該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期累計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期損益
計算書計上
額(注)３エネルギー

関連事業
産業システ
ム関連事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 591,178285,872877,05179,399956,450 ― 956,450

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 591,178285,872877,05179,399956,450 ― 956,450

セグメント利益又は損失(△) 86,24037,992124,233△217 124,015△73,08450,931

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んでおります。

２　セグメント損益の調整額△73,084千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

Ⅱ  当第１四半期累計期間(自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期損益
計算書計上
額(注)３エネルギー

関連事業
産業システ
ム関連事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 462,132505,646967,77973,8161,041,595― 1,041,595

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― ― ― ―

計 462,132505,646967,77973,8161,041,595― 1,041,595

セグメント利益 79,56953,812133,3829,568142,950△68,73874,212

(注) １　「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店の経営等を含んでおります。

２　セグメント利益の調整額△68,738千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 2円16銭 3円98銭

    (算定上の基礎) 　 　

    四半期純利益(千円) 14,389 26,509

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 14,389 26,509

    普通株式の期中平均株式数(株) 6,668,383 6,663,829

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成24年２月13日

助川電気工業株式会社

取締役会  御中

興亜監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    長　島　　俊　行  　    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    松　村　　隆　　　　    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている助川
電気工業株式会社の平成23年10月１日から平成24年９月30日までの第75期事業年度の第１四半期会計期間

(平成23年10月１日から平成23年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成23年10月１日から平成23年12
月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期
レビューを行った。

　
四半期財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半
期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期
財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。

　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に
対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当
と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、助川電気工業株式会社の平成23年12月31日現在の財政
状態及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が
すべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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